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1. 博士論文目次 
序説 
第一章 イングランドにおける不法行為抵触法の史的展開 
一 はじめに 
二 イングランドにおける二重の規則の成立過程 
  1 渉外不法行為事件に対するイングランド裁判所の裁判管轄権の確立 
  2 不法行為地法による正当化 
  3 不法行為地法主義の主張とその拒絶 
  4 二重の規則の成立 
  5 小括 
三 若干の考察 
第二章 イングランド不法行為抵触法におけるアメリカの諸学説の影響 
一 論点の整理 
二 法の「属地性」の原則に対する批判 
 1 ローレンゼン 
 2 クック 
 3 ケイヴァース 
三 若干の考察 
第三章 「不法行為のプロパー・ロー」理論の意義 
 一 はじめに 
二 不法行為のプロパー・ロー理論成立以前の理論状況 
三 不法行為のプロパー・ロー理論の方法論的意義 
四 結びに代えて 
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第四章 「不法行為のプロパー・ロー」理論の英国学説における展開 
 一 はじめに 
二 英国学説の展開 
1 社会的環境の法 
2 カーン・フロイントの学説 
  (1) カーン・フロイントの学説の概要 
(2) 不法行為地法主義の理論的根拠 
(3) 不法行為地法主義の例外 
三 若干の考察 
第五章 「不法行為のプロパー・ロー」理論とコモン・ロー上の例外 
一 はじめに 
二 Boys v. Chaplin 事件貴族院判決の意義 
  1 判決理由をめぐる議論 
  2 ホドソン及びウィルバーフォース両卿の判決意見 
  3 DICEY AND MORRISの規則の変更 
三 判例の展開 
  1 Church of Scientology of California v. Commissioner of Police of the Metropolis 事件
判決 
  2 Coupland v. Arabian Gulf Oil Co.事件判決 
  3 Johnson v. Coventry Churchill International Ltd.事件判決 
  4 Red Sea Insurance v. Bouygues S.A.事件判決 
四 若干の考察 
五 結びに代えて 
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第六章 英国 1995年国際私法（雑規定）法 12条の解釈 
一 はじめに 
二 1995 年法 12条の成立過程 
1 1984 年の法律委員会作業誌 
  2 1990 年の法律委員会報告書 
 三 若干の考察 
結語 
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2. 論文初出一覧（収録論文については、全体的な補充、書き換えをした。） 
第一章 イングランドにおける不法行為抵触法の史的展開（早稲田法学会誌 61巻 2号、
2010 年 10月受理） 
第二章 イングランド不法行為抵触法におけるアメリカの諸学説の影響（書き下ろし） 
第三章 「不法行為のプロパ ・ーロー」理論の意義（早稲田大学大学院法研論集 128 号、
2008 年） 
第四章 「不法行為のプロパー・ロー」理論の英国学説における展開について（早稲田
大学大学院法研論集 132号、2009年） 
第五章 「不法行為のプロパー・ロー」理論とコモン・ロー上の例外（1）（2･完）（早
稲田大学大学院法研論集 134号、135号、ともに 2010 年） 
第六章 英国 1995 年国際私法（雑規定）法 12条の解釈（書き下ろし） 
 
3. 研究会発表 
① 「『不法行為のプロパー・ロー』理論の意義」2008 年度第 3回比較法研究所国際知
的財産法・国際取引法共同研究会口頭報告（2008/07/09 於早稲田大学） 
② 「『不法行為のプロパー・ロー』理論の展開」2009 年度第 2回比較法研究所国際知
的財産法・国際取引法共同研究会口頭報告（2009/06/17 於早稲田大学） 
③ 「『不法行為のプロパー・ロー』理論とコモン・ロー上の例外」国際私法を語る会口
頭報告（2010/02/09 於名古屋） 
④ 「イングランドにおける不法行為抵触法の史的展開」2010年度第 2回比較法研究所
国際知的財産法・国際取引法共同研究会口頭報告（2010/6/16 於早稲田大学） 
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4. 論文要旨 
4.1. 問題の所在 
2006 年 6月 21日、法例（明治 31年法律 10号）1の全部を改正する「法の適用に関す
る通則法」（平成 18 年法律 78 号。以下、「法適用通則法」という）が公布され、2007
年 1月 1日より施行されている。既に 1989 年には婚姻及び親子の部分につき一部改正
（平成元年法律 27 号）が行われており、これにより、一世紀以上を経過してようやく
わが国国際私法立法の全面的な見直しがなされたことになる。 
不法行為の準拠法について、法例 11 条は、1 項で原因事実発生地法主義（不法行為
地法主義）を原則とし、同条 2項及び 3項で不法行為の成立及び効力の両面につき日本
法の累積適用を認めていた。この規定に対しては、以前から学説において日本法の累積
適用を認める根拠に乏しいとの批判がなされてきた2。また、後述するように、アメリ
カ抵触法における伝統的な不法行為地法主義の放棄、及びそれに代わる法目的ないし政
策の考慮を基礎とする新しい方法論による解決策の主張がなされてからは、原則として
の不法行為地法主義に対しても、多様な不法行為事件を一括して不法行為地法に服させ
ることにより、事案によっては密接関連性を欠く準拠法を指定する可能性があるといっ
た問題点が指摘されてきた。 
法適用通則法は、17 条において不法行為地法主義を基本的には維持しつつも、これ
をより精緻化し、結果発生地法の適用を原則とするほか、18 条、19 条に生産物責任や
名誉・信用毀損に関する特則を置くとともに、20 条には「明らかにより密接な関係が
ある地がある場合」の例外条項、そして 21 条には事後的な準拠法変更の合意を認める
規定を置く。これらによって、法例 11 条の下で指摘された問題点を考慮した改正を行
っている。他方で、22条は、従来からの批判にもかかわらず、法例 11条 2項及び 3項
                                                 
1
 1898 年 6 月 21 日公布。これは、1890 年に制定されたものの、旧民法とともに施行される
には至らなかった旧法例（明治 23 年法律 97 号）を改正したものである。 
2
 例えば、齋藤武生「事務管理・不當利得・不法行為」國際法學會編『国際私法講座(2)』（有
斐閣、1955）482 頁、山田鐐一『国際私法』（有斐閣、第 3 版、2004）365-366 頁、溜池良夫
『国際私法講義』（有斐閣、第 3 版、2005）400 頁参照。 
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の構成をそのまま引き継ぎ、法廷地法の累積適用を規定する。 
こうしてみると、法適用通則法は、不法行為の準拠法に関する従来の法例の立場を基
本的には維持しているものの、法例と比べ、単位法律関係の類型化、連結点の柔軟化を
企図するという点において、アメリカ抵触法革命や、その影響下で伝統的なサヴィニー
型国際私法の動揺を経験したヨーロッパ国際私法の議論3を採り入れようとしたもので
あるということができる。わが国において、このような傾向は法適用通則法に突如あら
われたというわけではない。この分野においては既に多数の先行業績がみられる。例え
ば、隔地的不法行為の場合の行為地決定4、生産物責任5、名誉・信用毀損6、公海や無法
地域における不法行為7、及び契約当事者間での不法行為請求の法性決定8といった個別
的な領域において法例 11 条 1項の定める不法行為地法主義を緩和するための解釈論的
な試みがなされてきた。同時に、法例 11 条にいう「不法行為地」を柔軟に解釈するこ
とによって妥当な解決を導こうとする見解9、当事者による不法行為準拠法の合意10や共
                                                 
3
 これについて、一般的には、パウル・ハインリッヒ・ノイハウス（桑田三郎訳）「ヨーロ
ッパ国際私法上新たな道は存在するか」法学新報 81 巻 9 号(1974)133 頁以下、櫻田嘉章「『国
際私法の危機』とサヴィニー(一)」国際法外交雑誌 79 巻 2 号(1980)1 頁以下参照。 
4
 例えば、折茂豊『渉外不法行為法論』（有斐閣、1976）243 頁以下参照。 
5
 例えば、佐野寛「生産物責任の法選択に関する一考察(一)～(三･完)」名古屋大学法政論集
91 号(1982)1 頁以下、97 号(1983)114 頁以下、99 号(1984)230 頁以下参照。 
6
 出口耕自｢国際私法上における名誉毀損｣上智法学論集 38 巻 3 号(1994)125 頁以下参照。 
7
 公海上の船舶衝突につき、山戸嘉一『海事國際私法論』（有斐閣、1943）332 頁以下、同
「海事債権」国際法学会編『国際私法講座(3)』（有斐閣、1964）787 頁以下、三浦正人「公
海における船舶衝突の準拠法」大阪市立大学法学雑誌12巻2号(1965)185頁以下参照。また、
木棚照一＝松岡博編『基本法コンメンタール／国際私法』別冊法学セミナー130 号（日本評
論社、1994）72 頁以下〔中野俊一郎〕も参照せよ。 
8
 例えば、国友明彦『国際私法上の当事者利益による性質決定』(有斐閣、2002）7 頁以下参
照。 
9
 森田博志「判批」ジュリ 1155 号(1999)283 頁、同「不法行為の準拠法の決定における『原
因事実発生地』の解釈」千葉大学法学論集 17 巻 3 号(2002)85 頁、横溝大「国境を越える不
法行為への対応」ジュリ 1232 号(2002)134 頁参照。 
10
 中野俊一郎「不法行為に関する準拠法選択の合意」民商 102 巻 6 号(1990)770 頁以下、同
「不法行為準拠法と当事者の意思」澤木敬郎＝秌場準一編『国際私法の争点』（有斐閣、新
版、1996）140 頁、事後的合意につき、岡本善八「国際私法における法定債権」同志社法学
42 巻 1 号(1990)65 頁参照。 
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通常居所地法の例外的な適用を許容する見解11、さらには、一般条項的に密接関連法の
適用を認める見解12なども主張されてきた。また、立法論としては、法適用通則法の諸
規定に多大な影響を及ぼしたと思われる法例研究会の報告書13のほか、国際私法立法研
究会が 1995年に公表した「契約、不法行為等の準拠法に関する法律試案14」もまた、こ
のような法例における不法行為地法主義の緩和を試みるものとみることができるであ
ろう。 
さて、本論文との関係で注目されるのは、アメリカの判例学説にみられる法目的ない
し政策考慮のアプローチを念頭に置きつつ、立法論15として、または解釈論16的に法例
を柔軟化しようとする見解である。とりわけ、松岡博教授のいわゆる機能的公序論は、
法例 30 条の公序条項を機能的に適用することにより、事件に関連を有する国の実質法
の目的や、事件との具体的関連、さらには当事者の利益を個別的な事案に応じて適切に
考慮することができるとするものである17。松岡教授のこの提言は、アメリカ抵触法革
命にみられる新しい方法論をわが国法例においても解釈論的に反映させるための試み
として、画期的な意義を有していたということができる。その価値は、法適用通則法の
下でもなお失われることはないように思われる。国際私法の基本理念が、事案の解決に
最も適切な法、すなわち、事件に関連を有する当事者及び国の利益を最もよく考慮し、
調整できる法を適用すべきであるという点に求められるとするならば、そのような基本
                                                 
11
 中野俊一郎「渉外的道路交通事故と共通属人法の適用―ドイツ判例理論の展開―」神戸
法学雑誌 41 巻 1 号(1991)157 頁以下、木棚＝松岡編・前掲注 7・70 頁〔中野俊一郎〕参照。
責任保険が利用できる事案を念頭に置きつつ、例外解釈の中で共通常居所地を基準とすべ
きことを主張するものとして、横山潤「不法行為地法主義の限界とその例外」国際私法年
報 2 号(2000)81 頁以下参照。 
12
 松岡博『国際私法における法選択規則構造論』（有斐閣、1987）291 頁以下参照。 
13
 法例研究会編『法例の見直しに関する諸問題(2)―不法行為・物権等の準拠法について―』
（別冊 NBL85 号、商事法務、2003）参照。 
14
 「契約、不法行為等の準拠法に関する法律試案(一)(二･完)」民商 112 巻 2 号(1995)106 頁
以下、3 号(1995)133 頁以下参照。 
15
 本浪章市『英米国際私法判例の研究 国際私法序論』（関西大学出版部、1986）127 頁参
照。 
16
 松岡・前掲注 12・291 頁以下参照。 
17
 松岡・前掲 297 頁参照。 
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理念を維持する機能を担う公序条項の果たすべき役割は依然として大きいといえるで
あろう18。このことは、法例の規定のように準拠法選択規則が単一の連結点を媒介とす
る原則を採り、かつ、それが適用される法の内容やその適用の結果を考慮することなく
適用されるべきものと解釈される場合には特にあてはまる。もっとも、法適用通則法に
おいては上にみたような不法行為の準拠法選択規則、とりわけ最密接関係地法への例外
的連結を認める同法 20 条が設けられており、同条を機能的に適用するとすれば、それ
によって具体的事情を考慮しつつ個別的に準拠法を決定することが可能となるため、そ
の限りでは、公序条項を発動する場面は法例におけるよりも尐なくなるであろう。 
ところで、アメリカ抵触法革命の波及を指摘する見解の中には、これらの考え方が既
に欧州諸国における立法例においても実現されつつあるとしているものもみられる19。
しかしながら、欧州諸国における不法行為準拠法の柔軟化の議論とアメリカにおけるそ
れとの間にはその方法論につき決定的な相違があるように思われる。単に規定の文言の
類似のみに基づいてこのように結論付けることには慎重でなくてはならない。これらの
立法の沿革、さらには、立法に至るまでの各国の法状況がいかなるものであったのかを
理解してはじめて、それらにアメリカ抵触法革命の影響があったのかどうか、そして、
あったとすれば、そのことがそれらの解釈にどの程度、またどのように反映されている
かを明らかにすることができる。換言すれば、これら欧州諸国における不法行為準拠法
の柔軟化の議論が、その歴史からみてアメリカ抵触法革命の波及的効果によるものなの
かどうかを検証する必要があるであろう。 
イングランドにおける不法行為抵触法の歴史的な展開をみることは、上に述べた問題
意識との関連で有意義であると考える。というのは、イングランドの抵触法は、同国に
固有の歴史的事情によるところはあるにせよ、法伝統において類似するアメリカのみな
らず、時にはヨーロッパ大陸法諸国の議論にも一方では影響を与えつつ、他方ではそれ
                                                 
18
 木棚照一ほか『国際私法概論』（有斐閣、第 5 版、2007）92-93 頁〔松岡博〕参照。 
19
 本浪・前掲注 15・127-128 頁参照。 
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らの諸国の議論を継受しながら、独自の理論を発展させてきたということができるから
である。また同時に、連合王国は、欧州共同体加盟後には構成国の一つとして、他の構
成国とも折衝しつつ、ヨーロッパ大陸法諸国と共通の抵触法原則を探求していかなけれ
ばならないという事情があったということも見逃してはならない。そして、このような
歴史的な展開をみていくにあたって欠くことのできないのが、イングランドの抵触法に
固有の「プロパー・ロー」の観念である。これは、相当な深さと幅をもった観念である
とされる20。イングランドの抵触法は、このような「プロパー・ロー」の観念を通じて
アメリカ法やヨーロッパ大陸法に影響を及ぼし、また、これらの法の影響を受けてきた
ということができるであろう。 
モリス(J.H.C. Morris)が 1949 年に初めて「不法行為のプロパー・ロー」という言葉を
用いたとき21、彼の問題意識は、伝統的な不法行為地法主義の下ではしばしば準拠法が
偶然的に定まってしまう虞があり、したがって、いずれかの固定的な連結素によるので
はなく、むしろ個別的事件の状況に応じてこれらの連結素の軽重が判定されるべきであ
るとすることにあった。彼は後の 1951 年の論文22においてこの構想をさらに発展させ、
そのような「不法行為のプロパー・ロー」がアメリカにおける当時の新しい諸学説が示
唆する方法論によって見出され得ることを明らかにしたのである23。他方、同じイング
ランドにおける不法行為準拠法の柔軟化の議論であっても、例えばカーン・フロイント
(O. Kahn-Freund)のように、「不法行為のプロパー・ロー」という言葉を用いつつも、む
しろヨーロッパ大陸法的な観点からこれを理解し、アメリカのそれとは異なる方法論に
よって不法行為準拠法の柔軟化を企図するものもみられる24。そうすると、「不法行為の
プロパー・ロー」のもつ深さと幅は、同時に、その探求の方法論につき様々に解釈する
                                                 
20
 西賢「不法行為のプロパ ・ーローについて」同『国際私法の基礎』（晃洋書房、1983）191-193
頁。 
21
 See J.H.C. Morris, Torts in the Conflict of Laws, 12 MOD.L.REV. 248. 
22
 J.H.C. Morris, The Proper Law of a Tort, (1951) 64 HARV.L.REV. 881. 
23
 これについては第三章を参照せよ。 
24
 O. Kahn-Freund, Delictual Liability and The Conflict of Laws, [1968] II RECUEIL DES COURS 5. 
これについては第四章を参照せよ。 
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余地を生じているといわなければならない。このような「不法行為のプロパー・ロー」
の意義をめぐる対立の中で、また、モリスが「不法行為のプロパー・ロー」理論を提唱
した当時とは異なる理論状況、及び欧州共同体の一員としての自身の立場を念頭に置き
つつ、イングランドにおける不法行為抵触法がいかにして発展してきたのかという観点
からその歴史的な展開をみていくことは、アメリカ抵触法革命がいかに波及したかを考
えていく上でも重要な例となるように思われる。 
この研究を通じ、イングランドにおける不法行為準拠法の柔軟化の議論を明らかにし
ていきたい。そして将来的には、本研究を足がかりに、アメリカにおける不法行為抵触
法の現代的展開のみならず、欧州共同体やヨーロッパ大陸法系諸国における不法行為準
拠法の柔軟化の議論も踏まえた包括的な研究へと発展させるつもりである。これら一連
の研究を深めることによって、わが国法適用通則法における不法行為準拠法選択規則に
関する立法や解釈の在り方についてもより説得的な議論が展開できるようになると考
えている。 
博士論文概要書 
種村佑介（国際関係法（私法）専修 D3／指導教授 木棚照一） 
 
12 
 
4.2. 各章の概要 
本論文は、大きく分けて三部で構成されている。 
第一部では、イングランドにおける不法行為抵触法の歴史を追うことで、モリスが「不
法行為のプロパー・ロー」によるべきことを提唱するに至った理論的背景や問題意識が
どこにあったのかを明らかにする（第一、二章）。第二部では、モリスの理論をより詳
細に分析し、同理論に内在する方法論とアメリカの革命的諸学説にみられる方法論との
間に、尐なくとも部分的には共通性がみられることを指摘する（第三章）。そして第三
部では、このような「不法行為のプロパ ・ーロー」理論の提唱後にみられる学説の変化、
及び、判例法の展開と同理論との関係についてそれぞれ考察し（第四章及び五章）、そ
こでの議論がさらに後の制定法の解釈にも影響を与えていることを明らかにする（第六
章）。最後に、各章相互の関係も含めて本稿でこれまで論じてきたことをまとめ、そこ
での考察を踏まえて、わが国法適用通則法における不法行為準拠法選択規則がいかに解
釈されるべきかについての私見を提示し、結びとする。 
 
第一章 イングランドにおける不法行為抵触法の史的展開 
第一章では、とりわけイングランド不法行為抵触法の伝統的規則である、いわゆる二
重の規則の成立過程を明らかにすることを目的とする。 
中世イングランドでは、コモン・ロー裁判所は渉外事件に対する裁判管轄権を有して
いなかった。後にコモン・ロー裁判所は地域性のない訴訟(transitory action)の概念を用
いて裁判管轄権の範囲を拡張し、それによって同裁判所における渉外事件の審理が可能
となるが、当初は裁判管轄権と法選択とが分けて論じられることはなく、したがって、
コモン・ロー裁判所による裁判管轄権の拡張は、直ちにコモン・ロー、すなわち法廷地
法としてのイングランド法の適用を意味していた。とはいえ、渉外事件の飛躍的増加は
否応なくイングランド法と事実発生地である外国の法との間に抵触を生じさせたので
あり、明確に論じられることはなかったとしても、外国法適用の可能性はこの頃から常
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にあったというべきである。 
不法行為については、1868年の The Halley 事件枢密院判決1において法廷地法の適用
が示される二世紀近く前から、複数の判例が被告による抗弁としての不法行為地法の参
照を認めていた2。無論、先の裁判管轄権に関する規則からの類推により、主として適
用されたのは法廷地法としてのイングランド法であったので、不法行為地法はあくまで
従としての役割を担っていたに過ぎない。けれども、それが双方の法の折衷ないし混合
主義を採るという点では、後の二重の規則に通じる考え方を既にこの頃から認めること
ができる。これらの判例における不法行為地法参照の理論的根拠は必ずしも明らかでな
かったが、後に本則として不法行為地法主義によるべきとした 1867 年の一判例におい
ては、いわゆる義務理論(obligatio theory)の基礎となるような考え方に基づいてこの結論
が導かれていた。 
コモン・ロー規則としての二重の規則を確立したのは 1870 年の Phillips v. Eyre 事件判
決3であるが、同判決に至るまでの先例を概観すると、二重の規則にみられる法廷地法
主義と不法行為地法主義の折衷、ないし混合主義ともいうべき考え方は、それぞれが固
有の歴史を有し、その立場を異にするにもかかわらず、それらが区別されることなく先
例として認められた4ことによってできたものと考えられ、必ずしも確固とした理論的
                                                 
1
 (1868) L.R. 2 P.C. 193. 
2
 Blad's case, (1673) 3 Swans. 603; Dutton v. Howell, (1693) 1 Show. P.C. 24; Rafael v. Verelst, 
(1775) 2 W. Black. 983; Mostyn v. Fabrigas (1774) 1 Cowp. 161, 98 E.R. 1021. ここでの不法行為
地法参照の理論的根拠は必ずしも明らかでなかったが、後に本則として不法行為地法主義
によるべきことを論じた一判例(The Halley (1867) L.R. 2 Adm. & Ecc. 3 at p.16)においては、
いわゆる「義務理論(obligatio theory)」の基礎となるような考え方に基づいてこの結論が導
かれている。 
3
 (1870) L.R. 6 Q.B. 1. 
4
 これは、厳密な意味での先例拘束性の原理によるものではない。The Halley 事件判決は海
事高等法院(High Court of Admiralty)からの上訴を扱った枢密院(Privy Council)の判決である。
他方、Phillips v. Eyre 事件判決を下した財務府会議室裁判所(Court of Exchequer Chamber)は、
王座裁判所(King’s Bench)からの上訴を扱う裁判所であって、枢密院とは審級のうえで上下
関係があるわけではない。したがって、二重の規則がイングランド厳格な先例拘束性の原
理（田中英夫『英米法総論(下)』（東京大学出版会、1980）477 頁）の下で生じたとは必ずし
も言えないように思われる。むしろ、Phillips v. Eyre 事件判決における The Halley 事件判決
の参照は、それ以前の判例でも指摘されてきた法廷地法と不法行為地法との関係を認め、
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根拠によるものではないことが明らかとなる。それでも、このような法廷地法と不法行
為地法との折衷ないし混合主義が長くイングランドにおいて定着してきた背景には、同
国においては二重の規則の解釈につき必ずしも厳格な累積適用がなされてこなかった
ということのほか、実証的方法を採る当時の学説が消極的態度に終始していたというこ
ともその一因にあったように思われる。むしろ、これらの学説の一部にみられる「既得
権(acquired rights)」尊重の思想が二重の規則と結び付くことで5、結果この規則が理論上
も補強されることになったということも見過ごしてはならないであろう。 
 
第二章 イングランド不法行為抵触法におけるアメリカの諸学説の影響 
前章の最後で指摘したように、本来的には確固とした理論的根拠のない二重の規則が
イングランドにおいて長く定着した要因の一つとして、この規則が当時のいわゆる権威
的典籍の一つに数えられていたダイシー(A.V. Dicey)の著作の全体を流れる既得権尊重
の思想とも合致していたということが挙げられる。そこで本章では、モリスによる「不
法行為のプロパー・ロー」理論提唱の前段階として、この既得権説がイングランドにお
いてはいかに克服されたかをみる。 
この点、注目すべきは、アメリカにおけるローレンゼン(Ernst G. Lorenzen)6やクック
(Walter Wheeler Cook)
7らいわゆる「イェール学派8」によるビール(Joseph Henry Beale)の
既得権説(vested rights theory)に対する批判である。アメリカにおいては、このイェール
学派の徹底した実証的態度により、コモン・ロー抵触法は、ビールら「ハーヴァード学
                                                                                                                                               
それらに説得的効果を与えるためになされたものと考えることができるであろう。 
5
 See A.V. DICEY, A DIGEST OF THE LAW OF ENGLAND WITH REFERENCE TO THE CONFLICT OF LAWS 
(1
st
 ed. Stevens & Sons and Sweet & Maxwell, London 1896) at pp.659 ff. ダイシーの既得権説
(acquired rights theory)については、秌場準一『ウルリクス・フベルス『法抵触論』註解』（尚
学社、1996）99 頁以下参照。 
6
 Ernst G. Lorenzen, Territoriality, Public Policy and the Conflict of Laws, in SELECTED ARTICLES 
ON THE CONFLICT OF LAWS (Yale University Press, New Haven 1947) 1. 
7
 WALTER WHEELER COOK, LOGICAL AND LEGAL BASES OF THE CONFLICT OF LAWS (Harvard 
University Press, Cambridge, Massachusetts 1942). 
8
 これについては、折茂豊「国際私法における二つの学派(二･完)―特に大陸学派と比較し
てのコモン・ロー学派について―」国際法外交雑誌 43 巻 9 号(1944)24 頁参照。 
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派」が前提とするような法の属地性の原則、またはそこからの論理的演繹としての既得
権説や「管轄権」の原則から導かれるものではないということが有力に主張されるに至
った。このことが、ケイヴァース(David F. Cavers)9による法規選択(rule-selecting)のアプ
ローチの提唱につながっていくのである。 
以上のようなアメリカにおける議論の経過を理解することは、イングランドにおける
不法行為抵触法の展開を考察するにあたっても重要である。先にも述べたように、当時
のイングランドにおいては、二重の規則の下でではあるものの、義務理論やダイシーの
展開した既得権説によって不法行為地法の適用を基礎付ける見解が優勢であった。そこ
には、意識的にせよ、あるいは無意識的にせよ、不法行為地法の適用が法の属地性の原
則からの論理的演繹によって導かれるとの暗黙の前提が存在する。その限りで、アメリ
カの諸学説にみられる法の属地性の原則に対する批判は、イングランドにおいてもなお
妥当するように思われる。それゆえ、同国におけるアルマンジョン(Pierre Arminjon)、ロ
ーレンゼン、そしてクックの学説の受容は、そのままダイシーの既得権説に対する批判
となったのであり、以来、これに関するダイシーの見解は、アメリカのビールのそれと
同じく、イングランドにおいてその支配的地位を失うことになるのである。 
さらに、これを法選択の指針としての側面からみるときには、アメリカの諸学説とモ
リスの「不法行為のプロパー・ロー」理論との間で共通する次のような発想を指摘する
ことができる。すなわち、不法行為地法主義は、法の属地性の原則のような一般原則に
よって当然に導き出されるものではなく、むしろ、その法の適用により「社会的に便宜
かつ健全な結果10」が達成されるかどうかが基準となるべきである、と。付言すれば、
モリスがハーヴァード大学の客員教授として11ハーヴァード・ロ ・ーレビュー誌上に「不
法行為のプロパー・ロー」と題する論文を発表した 1951 年は、まさにケイヴァースが
                                                 
9
 David F. Cavers, A Critique of the Choice-of-Law Problem, (1933) 47 HARV.L.REV. 173. 
10
 J. H. C. Morris, The Proper Law of a Tort, (1951) 64 HARV.L.REV. 881 at p.883. 
11
 F. A. Mann, The Proper Law in the Conflict of Laws, (1987) 36 I.C.L.Q. 437 at p.438. 
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デューク・ロー・スクールからハーヴァードに復帰した年でもあった12のであり、この
こともまた、モリスの学説形成にある程度はケイヴァースの影響があったことを示唆す
るように思われる。 
 
第三章 「不法行為のプロパー・ロー」理論の意義 
第三章では、モリスの「不法行為のプロパー・ロー」理論について、その直接の理論
的背景と方法論的意義を明らかにすることを目的とする。 
モリスが「不法行為のプロパ ・ーロー」理論を提唱する直接の契機となったのは、1948
年のスコットランド民事上級裁判所の判決である M’Elroy v. M’Allister13である。この事
件は、モリスにとって、本判決の多数意見が Phillips v. Eyre 事件判決の二重の規則を法
廷地法と不法行為地法の累積的適用と解することで明らかに不当な結果を導いたこと、
そして、イングランドとの関連が事故発生地であることを除いて非常に希薄であったこ
との二点において、プロパー・ローによる解決が望ましい事案であったといえる。もっ
とも、本判決に対するモリスによる批評14からも明らかなように、彼の問題意識は、二
重の規則そのものというよりも、むしろ不法行為地法主義の硬直性の方に向けられてい
たというべきである。 
モリスは 1951年に発表した論文15の中で自身の理論をより詳細に論じている。そこで
彼は、契約のプロパー・ローが抵触問題の個別化と連結点の重要性の衡量の二つの面で
柔軟性を達成していることを指摘しつつ、不法行為についても、それが事案の特殊性に
即してさらに個別の法律関係へと細分化されることにより、それぞれが固有の連結点を
介して特定の法秩序と結び付き、現実に即した妥当な準拠法を指定することが可能とな
るとする。そして、こうした争点の分割（デプサージュ(dépeçage)）がいかなる範囲で
                                                 
12
 松岡博「ケイヴァス先生とアメリカ抵触法革命」アメリカ法 229 号(1988)232 頁参照。 
13
 1949, S.C. 110.  
14
 J.H.C. Morris, Torts in the Conflict of Laws, 12 MOD.L.REV. 248. 
15
 J.H.C. Morris, The Proper Law of a Tort, (1951) 64 HARV.L.REV. 881. 
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なされ、また、個々の争点につき最も重要な関連がどこに求められるかを探求するにあ
たって、モリスは抵触する法の適用意思ないし国家の利益が基準となるべきであるとす
るのである。その説くところをみれば、モリスがとりわけクックの学説に示唆を得つつ、
それをイングランドに固有の「プロパー・ロー」の概念と結び付けて論じていることが
明らかとなる。このことは、モリスの所説が前章でみたアメリカの諸学説とも共通する
面を有していることを示唆するであろう。 
 
第四章 「不法行為のプロパー・ロー」理論の英国学説における展開 
第四章では、モリスの「不法行為のプロパー・ロー」理論がその後の英国の学説にお
いてはいかに反映されているかという観点から、とりわけカーン・フロイント(O. 
Kahn-Freund)の学説16を中心に検討を行う。 
カーン・フロイントの学説をみていくと、確かに彼は、モリスの「不法行為のプロパ
ー・ロー」理論を自身の社会的環境(social environment)を基準とする説の出発点として
いたけれども、実際には、カーン・フロイント自身の背後にある大陸法的な抵触法の見
方でもって不法行為準拠法の柔軟化を説いていたということが明らかとなる。モリスの
所説とカーン・フロイントのそれとを比較すると、両者はともに裁判官の裁量の余地を
広く認めているという点では一致する。しかしながら、カーン・フロイントの場合は、
モリスとは異なり、抵触する実質法の内容及びその法目的ないし政策の考慮には否定的
であるというところに決定的な違いがある。その意味で、カーン・フロイントの学説は
依然として伝統的方法論の枠内にとどまるものといわなければならない。そして、この
ような抵触する実質法の内容及びその法目的ないし政策の考慮に対する評価の違いが、
後の判例や制定法における解釈の違いにも影響を与えているように思われる。 
 
 
                                                 
16
 O. Kahn-Freund, Delictual Liability and The Conflict of Laws, [1968] II RECUEIL DES COURS 5. 
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第五章 「不法行為のプロパー・ロー」理論とコモン・ロー上の例外 
第五章では、前章でみた「不法行為のプロパー・ロー」理論提唱後の学説の展開を念
頭に置きつつ、判例理論がいかに展開してきたかを中心に論じていく。 
イングランドにおいては、1969 年の Boys v. Chaplin 事件貴族院判決17以降、不法行為
の準拠法に関する二重の規則に対する例外が認められるに至った。このコモン・ロー上
の例外がイングランドの裁判所においていかに運用されてきたかにつき、Boys v. 
Chaplin 事件貴族院判決、及びその後の四つの主要判例18の分析を通じて明らかにする。 
判例分析の結果、Boys v. Chaplin 事件貴族院判決で認められたコモン・ロー上の例外
は、アメリカの抵触法第二リステイトメントに示唆を得た柔軟なものであるとみる見解
が有力であるように思われる。このような前提の下、具体的な例外判断に際しては、第
二リステイトメントと同様に実質法の内容及びその法目的ないし政策の考慮を明示的
に認める判例19がある一方で、多くの判例は、この点に言及することなく、連結点の考
慮のみによって準拠法を導いている。ここから、イングランドの判例法上、例外が発動
する際には、このような実質法の内容及びその法目的ないし政策の考慮は確かになされ
ることがあるが、それは必須のものではなく、あくまで、単に考慮されるべき一要因と
してなされているに過ぎないということができる。 
 
第六章 英国 1995年国際私法（雑規定）法 12条の解釈 
第六章では、前章まで論じてきた実質法の内容及びその法目的ないし政策の考慮につ
いての学説及び判例の対立が、従来のコモン・ロー規則に代わる制定法である 1995 年
国際私法（雑規定）法20の解釈にも影響を与えていることを指摘する。 
                                                 
17
 [1971] A.C. 356. 
18
 Church of Scientology of California v. Commissioner of Police of the Metropolis (1976) 120 S.J. 
690; Coupland v. Arabian Gulf Oil Co., [1983] 1 W.L.R. 1136; Johnson v. Coventry Churchill 
International Ltd. [1992] 3 All.E.R. 14; Red Sea Insurance v. Bouygues S.A. [1995] 1 A.C. 190. 
19
 Johnson v. Coventry Churchill International Ltd. [1992] 3 All.E.R. 14. 
20
 Private International Law (Miscellaneous Provisions) Act 1995. 本法については、齋藤彰「連
合王国における不法行為抵触法の改正―不法行為準拠法についての国際私法を改正する制
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1995 年法については、とりわけ一般則に対する例外則を定める同法 12条の挙げる諸
要因の中に実質法の内容及びその法目的ないし政策の考慮を含む国家の利益を含める
かどうかで学者の見解は対立している21。この点、立法時の議論において、同条が争点
の分割（デプサージュ）を容認した背景を考えるならば、そのこと自体に、コモン・ロ
ー規則の柔軟性を強調し、立法による解決は望ましくないとする立場からの、制定法に
よるコモン・ローの修正の影響を可能な限り小さくしようとする意図が含まれていると
みることができるであろう。 
 
結語 
モリス(J.H.C. Morris)が 1951 年に「不法行為のプロパ ・ーロー」理論を提唱したとき、
彼が念頭に置いていたのは、通常の渉外不法行為事件とはきわめて異質な状況、すなわ
ち、カナダの森林湖沼地帯でのサマー・キャンプのような「隔絶した環境」において不
法行為がなされた場合や、事案自体はありふれたものであっても、当事者間の関係や置
かれていた事実関係などにより、機械的に不法行為地法を適用することが必ずしも適切
でないと考えられる場合である。モリスは、このような状況において適切な準拠法を探
求するための方法論として、不法行為を個別の状況に応じて複数の争点に細分化し、各
争点をそれぞれが最も重要な関連を有する特定の法秩序に結び付けることで、現実に即
した妥当な準拠法を指定することが可能となると考えたのである。そして、こうした争
                                                                                                                                               
定法の成立について―」関西大学法学論集 46 巻 3 号(1996)683 頁以下、西賢『比較国際私法
の動向』（晃洋書房、2002）85 頁以下も参照せよ。 
21
 このような国家の利益は明らかに考慮すべき要因から除外されているとするものとして、
See JAMES J. FAWCETT AND PAUL TORREMANS, INTELLECTUAL PROPERTY AND PRIVATE 
INTERNATIONAL LAW (Clarendon Press, Oxford, 1998) at pp.627-628; PETER M. NORTH AND J.J. 
FAWCETT, CHESHIRE AND NORTH’S PRIVATE INTERNATIONAL LAW (13
th
 ed. Butterworth, London, 
Edinburgh, Dublin 1999) at p.639. これに対し、例外判断における考慮要因としては除外され
ていないとするものとして、See House of Lords Session 1994-95, Private International Law 
(Miscellaneous Provisions) Bill [H.L.]: Proceedings of the Special Public Bill Committee with 
Evidence and the Bill (As Amended) (HL Paper 36, 1995), Written Evidence, at pp.28 ff [Richard 
Fentiman]; LAWRENCE COLLINS AND OTHERS, DICEY AND MORRIS ON THE CONFLICT OF LAW S (13
th
 
ed. Sweet & Maxwell, London 2000) at p.1554, n.33. 
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点の分割（デプサージュ）がいかなる範囲でなされ、また個々の争点につき最も重要な
関連がどこに求められるかを探求するにあたって、モリスは、抵触する法の適用意思な
いし国家の利益が基準となるべきことを提唱したということができるであろう。 
わが国においても、かつて、法例改正の際の議論ではあるが、いわゆる法選択規則構
造論の観点から、争点毎の準拠法決定、すなわちデプサージュを容認すべきではないか
との提言がなされたことがある22。その際、あわせて論じられたのは、個々の法選択規
則の中にこのような発想を取り入れることができない場合には、一般条項ないし例外条
項の導入により尐なくとも争点毎に異なる解決策を採り得る余地を残すべきであると
いうことである23。このことは、法適用通則法においても、尐なくとも例外条項として
の役割を担う同法 20 条が新設された不法行為の準拠法に関する規定については、同条
の解釈論としてなお検討する余地がある。そして、このようなデプサージュの許容によ
り、本稿でこれまで論じてきたモリスの「不法行為のプロパー・ロー」理論の考え方を
わが国においても活かすことができると考える。 
 
以上 
                                                 
22
 松岡博『国際私法における法選択規則構造論』（有斐閣、1987）325 頁以下参照。 
23
 松岡・前掲 327 頁参照。 
